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Ⅰ
1980年代からおおむね90年代後半のアジア経済危
機の頃まで，インドは，韓国や台湾など輸出志向政
策を採用した国々の躍進と対比されて，開発政策の
失敗例，とりわけ輸入代替政策による弊害に苦しむ
典型例として取り上げられる傾向にあった。しか
し，実は，1950年代から60年代前半にかけてのイン
ドの輸入代替を目指す公共部門主導の工業化政策
は，時代を代表する成功例あるいは成功の可能性を
秘めた例として開発経済学の歴史とともにあった。
そして，インドは21世紀に入って高い経済成長率を
記録しはじめ，今ふたたび広く脚光をあびつつあ
る。もちろん，広大かつ複雑なインドの発展メカニ
ズムを解き明かすことは容易ではなく，開発経済学
において，成功例としてインドがもし復権するなら
ば，現実の変化にむしろ理論が追い付いていない状
況にあるといえるのではないだろうか。なぜなら，
近年のインドの高成長は，比較優位に沿った労働集
約的な財を生産する工業とその輸出により牽引され
ているとは評価しがたく，支配的な経済理論と明ら
かに整合していないからである［絵所	2013］。
それではインド経済の軌跡と現状を理解するため
には，どのようなアプローチが可能なのだろうか。
本書は，現在，オクスフォード大学で教鞭をとる著
者の，現代インドの経済発展を新たな視点から鳥瞰
し，再構成しようとする意欲的な試みの一環であ
る。著者は，1991年以後の経済自由化時代を対象と
する本書に先行して，1951年から2007年までを対象
とした研究書をすでに上梓している［McCartney	
2009］。この著作で示された著者のアプローチが他
のインド経済を扱う文献と顕著に異なる特徴は２点
ある。第１は，政府ないし制度の役割の変化，とく
に資源を動員して配分する政府の役割と，変化にと
もなう社会的な摩擦を調整する政府の役割に焦点を
あてて，経済発展のプロセスを説明しようとしてい
る点である。第２に，成長ないし停滞の「エピソー
ド」というアプローチを採用する点もユニークであ
る。そうすることによって，短期でもなく長期でも
ない中期を想定し，量的な要因に加え質的な要因も
取り出そうとしている。具体的には，独立後インド
の経済史を1951～64年度，65～79年度，79～91年
度，それ以降と時代区分を行い，金融（資源の動員
と配分），生産（成長部門への投資），制度（工業化
にともなう社会摩擦の調整と軽減）という３つの視
座を設定して，政府の役割の変化をそれぞれの時代
ごとに見極め，その結果として経済パフォーマンス
を捉える試みを提示している。つまり，政府と市場
という支配的な二分論的アプローチを退け，経済発
展のパターンがどのように変化してきたかを，とく
に政府の役割の変化に注目しつつ，考察しようとす
るアプローチを示している。
このような成果を前提としたうえで，本書は1991
年の経済自由化から2008年までの自由化時代のイン
ド経済に焦点を絞っており，以下の６章から構成さ
れる。
第１章　	歴史から誤った教訓を学ぶ――インドに
おけるプランニングと国家主導工業化
（1950～80年）の再評価――
第２章　	２つのパラドックスについての物語――
1980年以降の自由化なき成長と1991年以
降の成長なき自由化――
第３章　	インド諸州間の収斂と拡散――反対意	
見――
第４章　持続可能な成長と2003年以降の経済好況
第５章　	中間階級と自由化――1990年代のインド
発展についての批評的政治経済学――
第６章　	ミトラとバルダン――比較政治経済	
学――
　
Ⅱ
第１章で，著者は1980年以前のインド政治経済に
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かんする見解や論争を瞥見しつつ，歴史から誤った
教訓が引き出されていると論じている。一方で，現
在支配的な見解は，1950年から80年をひとつの時代
として把握し，政府介入や統制が経済成長の妨げと
なったと議論する。他方で，たとえばチバー（V.	
Chibber）は，政府介入自体が問題なのではなく，
インド資本家の政治的影響ゆえに開発目的を適切に
追求できなかったと議論するが，やはり1950年から
80年をひとまとめに把握している。これに対して，
著者は1950年から80年を，65年頃を境に２つの時期
に分けるべきと主張する。公共部門主導の工業化を
目指す経済計画に基づく経済運営により良好な経済
パフォーマンスを保っていたインドは，1960年代半
ばに，２年連続した旱魃への対応のため工業化の原
資や外貨を著しく制約され，さらに初代首相ネルー
の死，対中国，対パキスタンとの戦争など，政治経
済的な危機に直面し，それ以降，経済計画に基づく
工業化は頓挫したといってもよい状況に陥ったから
である。著者は，やはり1965年頃を分岐点としてい
た工業停滞論争をたどり，かつ第５，６章でより詳
細に検討される政治経済学的な議論を参照したうえ
で，政府介入が成功した時期があったこと，政治経
済的な要因が経済政策の効果に影響すること，した
がって同じ政策が異なる結果を政治経済状況によっ
てもたらすのであり，それゆえ普遍的な政策処方箋
は基本的にはないと主張している。
第２章は，ネオリベラリズムを基礎付けている新
古典派経済学の理論的な前提を検討し，かつ財政や
貿易，資本勘定，金融部門などの分野においてどの
ようにインドで経済自由化が実施されてきているか
を確認し，新古典派にとっての２つのパラドックス
が存在することを指摘する。すなわち，インドで
は，1991年の全面的な経済自由化の実施にもかかわ
らず90年代は成長率も効率性も改善しておらず，逆
にライセンス制度に特徴付けられる70年代後半から
自由化までの期間において成長率や効率性が高く
なっていたというパラドックスである。著者は，
1970年代後半からの経済の好パフォーマンスの原因
はおもに公共投資の増加にあり，また現実に自由化
後に成長した例は多くない，つまり，ラテンアメリ
カにおいてもアジアにおいても自由化で成長した国
は少ないという意味において，実はパラドックスな
どないと指摘する。それゆえ，自由化が成長をもた
らすという因果関係は疑わしく，代替的な理論や政
策を考えることが重要であると議論する。
第３章は州ごとの所得水準の収斂の有無あるいは
程度を検討する。著者は，自由化が所得水準の収斂
をもたらす比較優位の理論を基礎に新古典派経済学
は示唆しているが，州レベルのデータを用いて検討
してみると，州によって，また時期によって結果は
異なると指摘する。さらに著者は，収斂のテストに
使われるクロス・ステートの回帰分析は，普遍的な
法則の存在を暗黙の前提としていることが問題であ
り，回帰分析よりケーススタディが重要だと主張す
る。具体的には，ケーララ州のケーススタディを通
じて，経済政策の特定の性質（教育と投資）や，紛
争を調整するための制度の重要性を摘出している。
第４章は，1996年から2002年までの不況を背景に
展開した，持続可能な成長のためには第２世代の経
済自由化が必要だと主張する研究群を批判的に検討
し，2003年以降の好況の原因をあわせて検討してい
る。新古典派は自由化が成長に正の影響があること
を自明の理とし，その深さ，速度，実施に焦点をあ
てて持続可能性を考えているが，基本的に供給サイ
ドにのみ注目し，需要の問題を重視しておらず，双
方の側面を検討することが重要であると主張する。
すると，世界貿易の動向がインドにとって重要と
なってきていることがわかり，とくにインドは類似
の発展状態にある国に比べて技術集約的な財の比重
が実は大きく，輸出においても技術集約的な財や資
本集約的な財のシェアが高まっていると指摘する。
たとえば，製薬，ソフトウェア，宝石，石油化学，
鉄鋼である。労働集約的な製造業がインドではその
比重を高めていない理由として，硬直的な労働市場
（組織部門）とインフラ（とくに電力と港湾）のボ
トルネックがあると考える説が有力だが，こうした
状況は，いわゆる交易条件の悪化問題にインドは悩
まされないことを示唆している。むしろ問題はこれ
らの技術が自由化以前に形成されたことにあると指
摘する。たとえば自動車，鉄鋼，ソフトウェアなど
は，輸入代替政策が生産の多様化を可能にして技術
の蓄積をもたらしており，したがって，輸入代替時
代の遺産がどれだけ続くかという問題があると議論
する。ただし，自由化に反対する政治経済的勢力も
強くはなく，中期的には成長は持続可能であろうと
論じている。
	 書 評
143
第５章では，カレツキ（M.	Kalecki）に由来する
中間階級（intermediate	class）の理論を再検討
し，これに基づいて1990年代のインドを検討する。
中間階級は，おもに収入や教育水準により定義され
るミドル・クラスという概念とは異なり，賃金労働
者ではない自営業者と小農を意味し，資本家でも労
働者でもない存在であると定義される。たとえば雇
用されている専業的経営者はミドル・クラスである
が中間階級ではない。まず，このカレツキの枠組み
を1980年以前のインドに適用したラージ（K.	N.	
Raj）やプレム・シャンカール・ジャー（P.	S.	
Jha）の分析を批判的に検討しつつ紹介する（注１）。
そしてこの中間階級のうちの自営ビジネス層に注目
し，経済自由化は規制に依拠あるいは安住していた
小規模な自営ビジネス層に打撃となり，大規模セク
ターに有利となると一般には考えられるが，インド
の1990年代はそうではなかったと議論する。小規模
な自営ビジネス層は自由化後も，労賃を低く抑え，
新たな市場環境に対応することで，生産量と輸出を
増やしてきたと主張する。自由化したといっても州
政府の管轄である土地，水，電力などの領域もあ
り，また環境，労働，会社，税制などの法律もあ
り，こうした広い意味での制度と市場は不可分だか
らである。たしかにミドル・クラス，後進カースト
などの利害は政治的な影響力を増しているものの，
それらは構造をかためるまでにはいたっておらず，
インドの政治経済はより流動的で矛盾にみちたもの
になっている，と論じている。
第６章は，インド社会とその経済発展を社会階級
の分析により説明しようとしたアショク・ミトラ
（A.	Mitra）とプラナブ・バルダン（P.	Bardhan）
のそれぞれ1977年，84年に発表された古典的な著作
を取り上げ，インド経済を政治経済学的に研究する
分析がミトラとバルダンの重要な２つの著作のあと
基本的には消えつつあるとことを指摘し，彼らの分
析を90年代以降に適用するとともに，そのようなア
プローチの重要性を強調している（注２）。もちろん，
資本蓄積の社会構造が地方政府に制約を課している
ことを主張する研究（ハリス=ホワイト〈B.	
Harriss-White〉），都市の資本家が1950年代の国家
の開発戦略を規定するうえで重要であったことを論
じる研究（チバー），富農層が60年代以降力をもっ
て自らの階級に有利な政策を導いたと議論する研究
（バイルス〈T.	J.	Byres〉）などがあるが，こうした
政治経済学的な研究のうちとくに階級を分析の出発
点とする著作は減少していることを指摘し，1965年
から80年の政府主導の工業化が停滞した時期を，支
配的な諸階級の協働あるいは闘争として分析したバ
ルダンとミトラの研究の再評価を試み，彼らの分析
枠組みが今なお有効であると論じている。具体的に
は，工業停滞の原因をおもに公共投資の減少に求
め，その背景として，大工業資本家階級，富農階
級，知的専門家階級（官僚含む）という支配的階級
間の協調による影響力が重要であることを提示した
バルダンのアイデア，農業生産物の高価格に工業停
滞の原因を求め，農村の権力関係や地主階級の政治
的影響力を重視し富農と小作，工業資本家と工業労
働者など，さまざまな階層間の争いを摘出しようと
したミトラの枠組みを再検討し，支配的な階級間の
協働あるいは対立をどう把握してきたかを再吟味し
ている。そのうえで，ミドル・クラス，外国資本，
組織労働者が，彼らのいう支配的な階級に入ってい
ないことの是非を検討し，それは当時としては首肯
できるし，今なおそれらを支配的階級に入れねばな
らないほどの変化はまだないと著者は論じている。
最後に，所得分配が経済成長プロセスとどう相互作
用し，どのように利潤が経済発展をドライブしてい
るかがバルダンとミトラの著作の主たる関心であ
り，個々の政策内容の経済学的正当性に関心をもつ
開発国家論の経済学派と，そうした政策の政治的社
会的な実現可能性に関心をもつ政治学派の統合を試
みた先駆的研究であると再評価している。
Ⅲ
経済自由化後のインド経済を評価する文献は多
い。その最大公約数的な内容は，経済自由化は必然
であり，自由化の成果は一定程度あり，ただし課題
ももちろんまだある，という論調であろう。こうし
た支配的な見解に対して，本書は，いくつかの点で
興味深い問題提起をしている。
第１に，まず本書は，第１章から第４章におい
て，そもそも自由化は不可避であったのか，自由化
の成果はあったのかということ自体を問題にし，政
府介入を阻害要因とし，自由化に成長要因を求める
見解を批判することを目指して議論を展開してい
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る。たしかに，自由化を2003年以降の高い経済成長
率の原因とすることは単純にすぎるだろう。しか
し，1990年代以降にみられた良い経済パフォーマン
スを，一方で，自由化以前の技術蓄積ないし資本蓄
積の遺産に帰し，他方で，ケインジアン的な政策
（公共投資）に帰すという著者の説明もまた，とも
すれば抽象的にすぎる憾みがある。経済の動向は，
成長率や生産性，資本市場の自由化，投資といった
限られた指標のみで議論されており，個々のライセ
ンス制度の撤廃や緩和，利子率，為替など多くの要
因は触れられておらず，また，政府の役割について
も，エネルギー政策や産業政策の中身にはほとんど
立ち入らず，資源の動員と配分，社会摩擦の調整な
ど限定的な側面にのみ光があたっているようにも思
われる。
第２に，本書は，政治経済的なアプローチによる
インド経済の分析が重要だと繰り返し指摘してい
る。よく知られているように，インド出身の名だた
る経済学者たち，たとえばアマルティア・センも民
主制や参加などの政治的な観点を重視しており，イ
ンド経済を議論するうえで，政治経済的な視点を保
持することは重要であろう。実際，1990年代以降に
ついての本書の第５章，第６章は，いくつかのビジ
ネスグループや特定の産業の資本蓄積の成功などに
よって，インド社会は階層的に流動化が進み，いわ
ば影響力空間自体が膨張しかつその中の影響力のベ
クトルも複雑化していると議論し，ラージやミト
ラ，バルダンの分析を敷衍しようとしている。しか
し，本書は階級の変容と階級間の関係の変化に着目
することの重要性を説いているものの，自由化後の
経済パフォーマンスを考察した第２～４章は，階級
に基づいた説明を全面的に展開しているわけではな
く，国内貯蓄の動員を可能にする制度の構築や，マ
クロ経済政策などにおいて，政府の役割が重要であ
ることを論じて，構造的，そして政策的要因に多く
の紙面を割いており，第５章，第６章との有機的な
関係は薄いように思われる。また，第５章の中間階
級にかんする議論と，第６章のバルダン，ミトラの
階級関係にかんする議論のつながりも十分に展開さ
れているとは言い難い。
個別具体の産業ごとに自由化の影響を探るような
支配的なアプローチに与せず，つまり自由化を経済
パフォーマンスの原因として必ずしも前提とせず
に，広く成長の原因を探ることが著者のスタンスで
あることは理解できる。しかし，やはり個別具体の
産業の分析がほとんどなく，また個別具体の制度
（連邦制度や選挙制度など）の検討もないために，
議論がどうしても抽象的な次元で終始しているとい
う印象は否めない。また，結局のところ，著者は，
第２世代の自由化が必要という議論には否定的で，
自由化への代替案を検討するとしているが，成長の
持続可能性について楽観的な認識を示しており，著
者の考えをどう整合的に理解すればよいのか迷う部
分も少なくない。
以上のような疑問や論点は本書の意義を損なうも
のではなく，むしろ，著者がインド経済の変化の動
因を全体像として把握する，という困難な課題に果
敢に挑戦していることを示している。本書の特筆す
べき長所は，インド経済にかんする先行研究を広範
に渉猟していることであり，とくに，自由化が成長
要因であるという通説を前提とせず，かつ，政治経
済的なアプローチを目指したがゆえに，いくつかの
重要な論点を復活させることに成功していることに
あると思われる。第１に，第１章で示されている，
1951年から80年までの時代を60年代半ばで２つに区
切る見方は，80年前後に戦わされたインド工業化停
滞論争当時はむしろ広く共有されていた認識であ
る。1991年の経済自由化が大きな区分点として認識
された結果，60年代半ばの区分は近年ではたしかに
忘却されている傾向がある。ポイントは，なぜ工業
化が1960年代半ばに行き詰まったのかという論争は
決着をみておらず，その論争内容を踏まえずして，
なぜ2000年代に入ってインドは高成長を経験してい
るのかという研究課題に取り組むことは危ういので
はないか，ということであろう。その意味で，この
区分に関する議論に光をあてた意義は小さくないで
あろう。第２に，自由化後のインドを考察するため
に，中間階級というカレツキの分析概念，ミトラと
バルダンの階級に基づく社会経済分析を，再検討し
つつ再導入しようとしている点も温故知新の試みと
いえるだろう。とりわけインドのような多様性に富
む国を対象とする場合は，均質な最適化個人を分析
単位とするアプローチの射程は短く，社会階層ない
し階級に注意を払う必要があるとする考えも根強
い。著者の説明や試みの当否や成否にはもちろん議
論があろうが，インド経済に関心をもつ読者に，こ
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うした論点やアプローチがありうることを示したこ
とに本書のもっとも大きな意義があると思われる。
（注１）ラージ（1924～2010年 ) は，1960年代のデ
リー大学経済学部の黄金時代を形成した経済学者の一
人であり，後にケーララ州トリヴァンドラムに Cen-
tre	for	Development	Studies を設置したことでも名高
い。ジャー（1938年～）は，UNDP（国連開発計画）
で勤務した後，インド有力紙の経済編集主幹や The 
Economist の記者を歴任し，学術的な著作も発表し
ているジャーナリストである。
（注２）ミトラ（1928年～）とバルダン（1939年
～）は，いずれもベンガル出身の世界的にも高名なエ
コノミストである。ミトラはコルカタのインド経営大
学などで教鞭をとったのち，西ベンガル州の財務大臣
（1977～87年）を務めた。バルダンはカルフォルニア
大学バークレー校の名誉教授であり，Journal of De-
velopment Economics	の編集長を長年務め（1985～
2003年），また開発経済学のみならず学際的な研究も
多数発表している。
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